
職場体験等受入事業所三重県教育委員会感謝状贈呈取扱要領細則 
「職場体験・インターンシップ等」部門 

 

１ 推薦及び申請の方法 

（１）推薦 

ア 公立小学校、公立中学校、公立義務教育学校及び市町等教育委員会による推薦 

  小学校、中学校又は義務教育学校の職場見学及び職場体験に係る職場体験等受

入事業所三重県教育委員会感謝状（以下「感謝状」という。）贈呈候補事業所の

推薦を行う。 

  小学校、中学校又は義務教育学校における推薦は、５団体を上限として順位付

けを行い、様式１を市町等教育委員会事務局指導事務主管課へ提出する。 

市町等教育委員会は、取りまとめのうえ、２０団体を上限として順位付けを行

い、該当する様式１及び様式２を三重県教育委員会事務局高校教育課（以下「高

校教育課」という。）へ提出する。 

イ 県立学校による推薦 

  高等学校におけるインターンシップ及び特別支援学校における就労体験に係る

感謝状贈呈候補事業所の推薦を行う。 

  推薦は、１０団体を上限として順位付けを行い、様式３を高校教育課へ提出す

る。 

ウ 経済団体からの推薦 

職場体験又はインターンシップ等キャリア教育における体験的活動に係る感謝

状贈呈候補事業所の推薦を行う。 

三重県商工会連合会、三重県商工会議所連合会、三重県経営者協会及び三重県

中小企業団体中央会それぞれにおいて２０団体を上限として取りまとめ、順位付

けを行い、様式４及び様式５を高校教育課へ提出する。 

（２）申請 

学校における教育活動への参加をとおして、キャリア教育の推進に尽力した事業所 

が申請を行う。申請を行う事業所は、様式６を高校教育課へ提出する。 

 

２ 推薦及び申請における基準 

県内の公立小学校、公立中学校、公立義務教育学校又は県立学校が実施するキャリ

ア教育に対する支援を積極的に行い、次の基準を満たす県内の事業所とする。 

 ただし、推薦及び申請は、事業所ごとに行う。 

（１）公立小学校又は公立義務教育学校前期課程（１年生から６年生まで）の取組への支   

  援 

毎年２校以上かつ連続して３年以上にわたって、職場見学又は体験学習の受入れを 

行うとともに、継続的に学校へ人材を派遣するなど、学校のキャリア教育推進を積極

的に支援している事業所。 

（２）公立中学校又は公立義務教育学校後期課程（７年生から９年生まで）の取組への支 

  援 

年間延べ４日以上かつ連続して５年以上にわたって、１校又は複数校の職場体験の 

受入れを行うとともに、継続的に学校へ人材を派遣するなど、学校のキャリア教育   

推進を積極的に支援している事業所。 



（３）県立高等学校の取組への支援 

年間延べ５日以上かつ連続して５年以上にわたって、１校又は複数校のインターン 

シップの受入れを行うとともに、継続的に学校へ人材を派遣するなど、学校のキャ 

リア教育推進を積極的に支援している事業所。 

（４）県立特別支援学校の取組への支援 

就労に向けた適性の有無を確認するとともに仕事に慣れること等を目的に、通算し 

て５年以上にわたって就労体験の受入れを行い、かつ特別支援学校卒業生について、 

２名以上採用実績のある事業所。（就労継続支援Ａ型事業所は除く） 

（５）複数校種の学校の取組への支援 

上記の（１）～（４）の基準に満たないが、複数校種の学校のキャリア教育の推進 

を積極的に支援している事業所への贈呈については別途協議することとする。 

（６）新型コロナウイルス感染症に係る配慮 

   令和２度の職場体験・インターンシップは、新型コロナウイルス感染症の感染拡大

のため、中止及び縮小など予定通りの実施が困難であったことに配慮し、令和２年度

の受け入れ実績がある場合はその実績を加味し、受け入れができなかった場合でも令

和２年度を除き上記（１）～（４）の基準を満たせば贈呈基準を満たしたこととする。 

 

３ 推薦及び申請における留意事項 

  以下の事業所は推薦及び申請の対象外とする。 

（１）公的機関 

（２）職場体験受入企業等三重県教育委員会感謝状（平成２７年度以前）の贈呈を、既に  

  受けた事業所 

（３）本感謝状「職場体験・インターンシップ等部門」の贈呈を、既に受けた事業所 

（４）当該年度を含む過去３年以内に、高等学校卒業予定者の就職に係る採用選考等にお

いて、不適切な事例として指摘を受けた事業所 

 

４ 審査及び決定 

（１）審査要領 

職場体験等受入事業所三重県教育委員会感謝状贈呈審査委員会（以下「審査委員 

会」という。）の審査は、推薦又は申請のあったすべての事業所について、職場体験 

等受入事業所三重県教育委員会感謝状審査調書により審査を行う。 

その際、公立小学校、公立中学校、公立義務教育学校、市町等教育委員会、県立

学校若しくは経済団体の推薦書又は事業所の申請書を参考にするとともに、必要に

応じて公立小学校、公立中学校、市町等教育委員会、県立学校、経済団体又は事業

所から聴取等を行うことができることとする。 

（２）贈呈事業所の決定 

  審査委員会は、審査結果を教育長へ報告し、教育長は贈呈事業所を決定する。 

（３）決定事項の通知 

高校教育課は感謝状の贈呈決定を当該事業所並びにその推薦を行った市町等教育

委員会、県立学校若しくは経済団体に通知する。 

 

５ 贈呈 

   感謝状は、県教育委員会教育長が贈呈する。 


